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令和５年度高齢者在宅福祉サービスの事業実施計画（案） 
 

（１）地域支援事業（介護保険特別会計） 
高齢者が地域で自立した日常生活を営むことが出来るよう支援することを目的に実施します。令和

５年度事業の主な増減理由は以下のとおりです。 

・第１号訪問事業と第１号通所事業について、令和４年度に入り訪問事業の実績は減少しましたが、

通所事業の実績は増加傾向にあります。 

・総合相談事業費について、総合相談支援業務委託は地域包括支援センターが設置され相談先とし

て周知が進んでいることから終了します。 

・認知症施策推進事業費について、令和４年度の車両購入費用分が減少しています。 

 

【令和５年度予算額（案）】                            （単位：千円） 

科    目 R4 当初 R5 当初 比較 

地域支援事業費全体 156,963 

155,736 

151,660 

155,736 

△ 5,303 

介護予防・生活支援サービス事業費 85,169 

80,720 

83,415 

80,720 

△ 1,754 

 ・第 1号訪問事業 23,385 20,814 △ 2,571 
・第 1号通所事業 53,125 54,470 1,345 
・第１号生活支援事業 290 290 0 
・介護予防ケアマネジメント事業 8,119 7,597 △ 522 
・高額介護予防サービス費相当事業 150 144 △ 6 
・高額医療合算介護予防サービス費相当事業 100 100 0 
一般介護予防事業費 3,190 3,523 333 

385 ・会計年度任用職員人件費等 1,549 1,692 143 
・介護予防普及啓発事業 81 85 4 
・地域介護予防活動支援事業 1,360 1,406 46 
・地域リハビリテーション活動支援事業 200 340 140 
包括的支援事業・任意事業費 68,351 

71,533 

64,482 

71,533 

△ 3,869 

 ・地域包括支援センター費 41,800 

45,883 

42,221 421 
・総合相談事業費 3,750 750 △ 3,000 

・権利擁護事業費 1,239 

1,449 

1,455 216 

・包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費 123 

150 

213 

150 

90 

・任意事業費 10,374 

11,008 

10,664 

11,008 

290 

・在宅医療・介護連携推進事業費 301 

441 

81 △ 220 

・生活支援体制整備事業費 8,000 8,000 0 

・認知症施策推進事業費 2,590 

576 

876 △ 1,714 

 

4 

・地域ケア会議推進事業費 174 

276 

222 48 

その他諸費 253 

 

240 

 

△ 13 

・審査支払手数料 253 240 △ 13 

 

 

（２）一般会計事業 
令和４年度の事業内容を継続して実施します。 


